


サービス施設の立地する確率が50％及び80％となる自治体の人口規模(三大都市圏※を除く)
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2,500人 7,500人
喫茶店【28,777】

9,500人 22,500人
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金融商品取引業【1,182】
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音楽教授業【11,590】

32,500人27,500人

外国語教授業【3,514】
77,500人32,500人
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一定の人口規模の市町村のうち、当該産業の事業所が１つでも存在する市町村の割合（存在確率）
が50％（左端）と80％（右端）を上回るような人口規模で、最も小さいもの（値は区間平均。
例えば、0～1,000人の市町村で最初に50%を超えた場合は500人と表記）。

存在確率
一定人口規模で当該産業の事業所が存在する市町村数

一定人口規模の全市町村数
X 100（%）＝

救命救急センター施設【142】
175,000人

通所・短期入所介護事業【8,044】500人 4,500人
歯科診療所【30,966】

介護老人福祉施設【3,689】
訪問介護事業【6,406】

27,500人8,500人

42,500人
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有料老人ホーム【1,293】

介護療養型医療施設【1,227】

125,000人

62,500人
225,000人 375,000人

先進医療を実施する病院【241】

275,000人

介護老人保健施設【2,368】

9,500人 22,500人

救急告示病院【2,214】

対企業サービス対企業サービス

例えば、0 1,000人の市町村で最初に50%を超えた場合は500人と表記）。

左端：存在確率50％ 右端：存在確率：80％

存在確率

人口規模

100%
80%

50%
※存在確率の算出においては、各人口
規模別の市町村数を考慮して、1万人
以下の市町村は1,000人毎、1万～10
万は5 000人毎 10万人以上は5万人
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公認会計士事務所【827】
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法律事務所【3,259】
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インターネット付随サービス業【1,883】
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自動車賃貸業【3,304】

22,500人

（参考）20１0年と2050年における人口規模別の市町村数（三大都市圏※を除く）

存在確率50%
の人口規模

存在確率80%
の人口規模

万は5,000人毎、10万人以上は5万人
毎に区分して計算。

法律事務所【 , 】

経営コンサルタント業【4,026】
37,500人 62,500人

61 98 96 95 67

240
305

163
81 41

166 182
99 85 70

214 249
115

44
200
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2010 2050

※三大都市圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

※【 】内は全国（三大都市圏を除く）の施設総数

（注１）2050年の市町村別人口は、国土交通省国土政策局推計値
（注２）2010年、2050年ともに、人口規模別の市町村数は、平成22（2010）

年12月1日現在の三大都市圏を除く1,260市区町村を基準に分類
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（出典）総務省「平成21年度経済センサス」、厚生労働省「医療施設調査 病院報告（平成24年10月）」、同「介護サービス施設・事
業所調査（平成24年10月）」日本救急医学会HP、wellnes HP、日本ショッピングセンター協会資料、日本百貨店協会HP、メル
セデスベンツ・フォルクスワーゲン・BMW各HP、スターバックスコーヒージャパン資料をもとに、国土交通省国土政策局作成
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河岸浸食氾濫流氾濫流

　台風による大雨や集中豪雨などが原因で、河川から増水・はん濫した水によって陸地が水没し
たり水浸しになる自然災害です。初夏の梅雨期、夏や秋の台風期などに生じやすく、大きな被害
をもたらします。

　家屋の倒壊・流失をもたらすような激しい流れ
が発生するおそれがある堤防沿いの地域を「家
屋倒壊等氾濫想定区域」として設定してありま
す。この区域は、早期の立退き避難が必要です！

氾濫した洪水の流速が早く、木造
家屋が倒壊する恐れのある区域

洪水の際に河岸が削られて、家
屋が倒壊する恐れのある区域

家屋倒壊等氾濫想定区域
（氾濫流）と
（河岸浸食）があります

最上階も浸水するおそれがあること
から、早期の立退き避難が必要です！

床上浸水が想定されることから、屋外
避難を行ってください！

床下浸水が想定されることから、屋内
で安全確保を行い、必要に応じて屋外
へ避難してください！

※浸水時に想定される状況を踏まえ、
　屋内で安全確保を行うことも判断してください。

※水深が0.5mを超えると大人でも避難が非常に
　困難になりますので早めに避難しましょう。

大雨が続き、
川に排水できずに
排水路などが
あふれて起こる洪水
（内水はん濫）

河川堤防から水があふれたり決壊して起こる洪水（外水はん濫）

ふだんの
状況

洪水時

　大雨などにより川の水が堤防
いっぱいまで増えると、土でできた
堤防に水の圧力がかかります。

　水が増え、水の力に堤防が耐え
られなくなると、堤防の一部が崩
れ始めます。

　堤防の崩れた場所を通って勢
いよく水が流れ出し、家におそい
かかります。

このマップは、この外水はん濫を対象にしています

　下記のような現象が見られたら、土砂災害の前兆。十分に注意して早めに避難しましょう。
また少しでも気になる兆候が現れたら市役所に通報してください。

　平成13年4月に施行された『土砂災害防止法』に基づいて、市長の意見を聞いた上で県知事
が区域を指定し、市民に公示します。「土砂災害警戒区域」の中でも、著しい被害のおそれが
ある区域を「土砂災害特別警戒区域」と呼びます。また、指定されると「避難体制の整備、開
発行為の許可制、建築物の構造規制」等のソフト対策を推進します。

がけ崩れ
（急傾斜地の崩壊）

●がけからの水がにごる
●がけに亀裂が入る
●小石がぱらぱら落ちてくる

地中にしみこんだ水分が土の抵抗
力を弱め、雨や地震などの影響に
よって斜面が崩れ
落ちる。

前兆現象

地すべり

●地面に亀裂、段差ができる
●樹木が倒れる
●斜面から水がふき出す

斜面の一部あるいは全部が、地下水
の影響と重力によってゆっくりと斜
面下方に移動する。

前兆現象

土石流

●山鳴りがする
●雨が降り続いているのに、川の水位が下がる
●急に川の水が濁り、流木が混ざっている

山腹、川底の石や土砂が長雨や集中
豪雨などによって、一気に下流へと
押し流される。

前兆現象

▶早期の立退き避難が必要です！！
▶市役所に連絡をお願いします。前兆現象を見つけたら・・・

●特定開発行為に対する許可制（対象：住宅宅地分譲、要配慮者関連施設のための開発行為）
●建築物の構造規制　●建築物の移転等の勧告

●情報伝達、警戒避難体制等の整備（このマップ作成もこちらに含まれます）
土砂災害警戒区域の指定「通称：イエローゾーン」（土砂災害のおそれがある区域）

土砂災害特別警戒区域の指定「通称：レッドゾーン」
（建築物に損壊が生じ、住民等の生命又は身体に著しい危害が生じるおそれがある区域）

地すべり
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警戒
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土石流

警戒
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警戒
区域がけ崩れ
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警戒
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警戒
区域

土砂災害警戒区域の
　　　設定イメージ
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洪水の起こり方

家屋倒壊等氾濫想定区域とは

洪水浸水深の目安と避難行動

土砂災害の種類と前兆現象

土砂災害警戒区域とは

0.5m
1.0m

5.0m

3.0m


